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【
控
え
室
か
ら
】 

被
災
地
へ
の
思
い
と
選
挙 

な
す
ま
ど
か 

東
日
本
大
震
災
で
多
く
の
命
が
犠
牲
と
な
り
、
い
ま
だ
１
万

６
千
人
の
行
方
が
分
か
っ
て
い
ま
せ
ん
。
大
切
な
家
族
を
失
う

な
ど
大
き
な
悲
し
み
を
噛
み
し
め
な
が
ら
、
復
興
へ
の
一
歩
を

踏
み
出
し
た
被
災
者
。
こ
う
し
た
な
か
で
「
被
災
地
へ
な
に
か

で
き
る
こ
と
を
し
た
い
」
と
の
思
い
が
広
が
り
、
様
々
な
救
援

活
動
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。 

私
自
身
も
震
災
の
翌
日
か
ら
、
義
援
金
の
訴
え
に
街
頭
に
立

ち
ま
し
た
。「
少
な
い
で
す
け
ど
お
こ
づ
か
い
全
部
で
す
」
と

い
っ
て
財
布
を
逆
さ
ま
に
し
て
協
力
し
て
く
れ
た
高
校
生
。
あ

る
お
年
寄
り
は
「
本
当
だ
っ
た
ら
現
地
に
行
っ
て
何
か
し
た

い
。
募
金
を
通
じ
て
心
だ
け
で
も
届
け
ら
れ
ま
す
。
あ
り
が
と

う
」
と
お
っ
し
ゃ
い
ま
し
た
。
共
産
党
の
活
動
を
通
じ
て
寄
せ

ら
れ
た
義
援
金
は
３
億
円
を
超
え
ま
し
た
。
い
ま
こ
そ
全
国
の

力
を
結
集
し
、
１
日
も
早
く
復
興
が
成
し
遂
げ
ら
れ
る
こ
と
を

願
っ
て
い
ま
す
。 

こ
う
し
た
中
で
お
こ
わ
な
れ
る
一
斉
地
方
選
挙
。
一
部
で
は

選
挙
自
粛
の
動
き
が
で
て
き
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
私
は
こ
う

い
う
時
だ
か
ら
こ
そ
、
復
興
へ
の
道
筋
や
災
害
対
策
の
在
り

方
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
在
り
方
な
ど
の
政
策
を
堂
々
と
示
す

こ
と
が
大
切
だ
と
思
い
ま
す
。
で
す
の
で
、
私
は
、
選
挙
を
パ

フ
ォ
ー
マ
ン
ス
と
ば
か
り
に
、
選
ぶ
側
の
選
択
権
を
侵
害
す
る

よ
う
な
選
挙
自
粛
に
は
組
み
し
ま
せ
ん
。
被
災
地
に
思
い
を
寄

せ
な
が
ら
、
堂
々
と
政
策
を
訴
え
た
い
と
思
い
ま
す
。 

熊本市地域防災計画書（平成２２

年度改訂版）では、立田山断層での

地震規模をマグニチュード 6.5、布田

川断層帯での地震規模をマグニチュ

ード 7.2 と想定し対策を講じていま

す。今回の東北地方太平洋沖地震（マ

グニチュード 9.0）については、気象

 小中学校をはじめとする公共施設、

病院等は、震災時の一時避難施設、救

護所として極めて重要な施設であり、

耐震化の早急な整備が求められます。

熊本市の小中学校の耐震化率は

69.7％（校舎 70.0％、体育館 69.7％）

であり、2015 年度までに耐震化を行

 大きな被害が発生した東日本大震災。

これを受け３月２８日、日本共産党熊本

市議団としても被災者・被災地へのさら

なる支援と熊本市の防災対策の強化を

求め、幸山市長に申し入れを行いまし

た。西島副市長が対応しました。 

政令市への移行に伴い区役所が設

置されます。災害時には救済や状況把

握の拠点となる区役所ですが、区によ

っては位置的な条件により十分な対

応が取れないことが心配されます。こ

うしたこともあり、災害時の福祉活動

の拠点となる保健福祉センターは一

律区役所と併設とするのではなく、利庁が「三陸沖でこれほどの地震が起こ

るとは想定していなかった」との見解

を示したように想定をはるかに超えた

地震が現実に発生しました。熊本市の

地域防災計画も大地震に対して対応で

きる防災計画に改めるなど、検証と強

化が求められます。 

う方針となっています。計画の前倒し

も含め、可能な限り早急な整備を行う

ことを求めました 

 また、民間住宅等については住宅改

修や耐震強化につながる住宅リフォ

ーム助成制度の創設など耐震化の促

進を求めました。 

便性の高い現在の施設を存続し機能を

維持することを求めました。 

また、消防についても、今後５署体

制に向け、効率的で迅速な対応を保障

するためにも、人口集中地域へ配置を

するなどバランスの取れた整備を行う

ことなどを求めました。 

 

耐震などのハード面とあわせ、防災

意識の徹底や避難の在り方など情報の

周知徹底を図るほか、災害時の医療・

消防・救助・福祉の体制強化、復旧・

復興の担い手となる建設業・建設産業

の育成を図るなど、総合的な取り組み

を求めました。 



 

 

 

 

 3 月議会には、合併した 3 町の特

例区報酬をわずかに減額する議案が

出され、日本共産党市議団以外の賛

成で決まりました。日本共産党市議

団は、特例区報酬は日額に改め、大

幅減額を求め、反対しました。 

【特例区報酬の減額】 

● 特例区長 

 月額 636,300 円 → 634,800 円 

    月 1,500 円の減額 

● 協議会委員 

月額 187,500 円 → 187,000 円 

    月 500 円の減額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「特例区報酬の見直し」 

     繰り返される陳情 

 今回の議会にも、｢オンブズマン植

木｣から、合併特例区協議会委員の報

酬見直しについて、協議会委員報酬

を日額にすることや、区長も非常勤

とするなど、報酬の大幅な減額を求

める陳情が出されました。月額 500

円、1,500 円の根拠もないわずかな

減額に、住民の理解は得られません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併特例区の区長・協議会委員報酬 

わずかな減額に、住民の理解は得られません 
区長・月額 1,500 円、協議会委員・月額 500 円の減額 

 

破綻した城南町土地区画整理の不足金を熊本市民に押し付けた 

元城南町長・八幡特別顧問の責任は重大 

特例区長報酬はすべて返上し、責任を取るべき！ 

城南町中央土地区画整理事業では、大きな欠損金を出し事業を行き詰らせ

た責任、５億円もの焦げ付いた貸付金を未解決のまま合併し、熊本市にその

尻拭いを押し付けている責任、熊本市と市議会に混乱をもたらしている責

任、当時の町長として八幡特別顧問は幾重にもその責任が問われています。

それを棚上げにして、年間 1,000 万円以上の高額報酬をたった３ヶ月・月

20％・総額約38万円程度の給与返還に、住民の理解は得られません。 

2 億 1300 万円もの負担を熊本市民に押し付ける前に、特例区長報酬はす

べて返上して、責任を取るべきです。 

 

 

城南町総合支所の「全日本同和会補助金」186万円は中止を！ 

益田牧子議員は、城南町総合支所まちづくり交流室の全日本同和会への 186万円の

補助金廃止を求め、幸山市長に質疑を行いました。熊本市では、法の失効に伴い、8 年

前に、同和運動団体補助金は、すべて廃止しています。植木町でも、合併を機に、廃止

されました。益田議員は、「城南町だけが 5年間継続しているのは、道理も根拠もない。

強引な合併の悪しき弊害」と指摘、廃止を求めました。幸山市長は、「市民生活に大きな

影響があるものなどについては、5年間の経過措置にした」「これまでも積極的な研修な

どの参加を通して、地域の人権意識の向上と啓発につなげている」と開き直りの答弁に

終始しました。 

運動団体の「各種会議参加費」など活動資金を行政丸抱え 
城南町時代の 09年度決算では、会費などの自己財源は、約10分の１の 25万5千

円に過ぎません。使い道も、運動団体が本来、自己資金で参加すべき、全国大会、全国

青年部大会、県連大会、九連大会、全国女性部大会などの運動団体の大会参加費、校

長会懇親会、各学校体育祭の参加費など、自らの活動資金を行政丸抱えで行っていま

す。合併後の2010年度予算も、前年度比で、交際費が9万円から５万円減額、交通費

は 2万円増額し 8万円、啓発活動費は 4万円増額し 20万円、全国幹部研修は１万円

減額し 24万円とする外は同額です。 

幸山市長充てに出された団体補助金交付申請書には、「186 万円で不足する額につ

いては、城南支部会員でもってこれに充てる」とその行政依存ぶりがきわだっています。

法的根拠を持たない城南町の全日本同和会補助金は、廃止すべきです。 

 

 

西部環境工場280 トンに20 トン規模縮小 

焼却ごみの約半量「生ごみ資源化」すれば半減できます！ 

日本共産党は、ごみ焼却量を減らし、新西部環境工場の規模の縮小を求めていまし

た。焼却ごみが、分別・資源化などにより、02 年比で家庭ごみ 19.13%減、事業ごみ

32.05%減、合わせて25.06%減少しました。当初日量450トンだったものが、300ト

ン、新たに、280 トンに縮小されることになりました。1 トン当たり、5000 万円の整備

費と試算すると、規模縮小により、85 億円の費用効果となります。焼却ごみの約半分

を占める生ごみを資源化すれば、更に規模縮小できます。 




